
入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和５年３月１３日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房会計課長 民 野 健 治

１ 競争入札に付する事項
(1) 件名及び数量 横浜刑務所及び川越少年刑務所等における給食業務に係る運営事業の業

務委託 一式
(2) 仕 様 等 入札説明書及び横浜刑務所及び川越少年刑務所等における給食業務給食

業務に係る運営事業要求水準書（以下「要求水準書」という。）による。
(3) 実 施 期 間 契約締結日から令和２１年３月３１日まで
(4) 実 施 場 所 横浜刑務所（神奈川県横浜市港南区港南４－２－２）

川越少年刑務所（埼玉県川越市南大塚６－４０－１）
(5) 入 札 方 法

上記１(1）の件名について、入札に付する。本業務の入札は、本業務の入札は、民間資
金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号。
以下「法」という。）に基づくＰＦＩ方式として実施する。落札決定に当たっては、総合評
価落札方式をもって行うので、競争入札参加資格等必要とされる資格等を確認するための
資料を添付した書類（以下「入札参加資格審査書類」という。）、総合評価のための本事業
実施の具体的な方法及び公共サービスの質の確保等に関する書類（以下「提案書」という。）
及び入札価格を記載した書類（以下「入札書」という。）を提出すること。

２ 競争参加資格
(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しないものであること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

(2) 予算決算及び会計令第７１の規定に該当しない者であること。

(3) 本事業に係る業務に対応した一般競争入札参加資格の認定を受けている者であること。

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをしていない

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしてい

ない者であること。

(5) 国が本事業について、アドバイザリー業務を委託した者又はこれらの者と資本面若しく

は人事面において関連がある者でないこと。「資本面において関連がある者」とは、当該企

業の発行済株式総数の１００分の５０以上の株式を有し、又はその出資の総額の１００分

の５０以上の出資をしているものをいい、「人事面において関連がある者」とは、当該企業

の役員を兼ねている者をいう（後記⑹において同じ。）。

なお、本事業に係るアドバイザリー業務に関与した者は、次のとおりである。

・ＰｗＣアドバイザリー合同会社

・みずほリサーチ＆テクノロジーズ（株）

(6) 刑事施設における被収容者に対する給食業務に係る事業者選定委員会の委員が属する企

業又はその企業と資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。

(7) 令和４・５・６年度法務省競争参加資格(全省庁統一資格)｢役務の提供等｣においてＡ又

はＢの等級に格付された資格を有する者であること若しくは「役務の提供等」においてＣ

の等級に格付されており、本入札と同程度の仕様の契約を履行した実績を証明することが

できる者であること。

なお、複数の企業が分担する場合には、いずれの企業においてもこの要件を満たすこと。

(8) 応募者は、同一メニューを１回３００食以上又は１日７５０食以上を提供する大量調理

施設の運営能力及び調理実績を有しているほか、ＨＡＣＣＰに対する相当の知識を有して

いる者を配置できること。なお、「相当の知識を有している者」とは、ＨＡＣＣＰ認証取得

施設、ＩＳＯ２２０００ 認証取得施設又は地方公共団体等が行う自主衛生管理評価事業等



によりＨＡＣＣＰと同等の自主衛生管理を行っていると認められた施設の運営実績、ドラ

イシステムの調理施設の運営実績、ＨＡＣＣＰに関する書籍の出版等の実績、ＨＡＣＣＰ

に関する審査員資格等のいずれかを有している者をいう。

(9) その他予決令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者で

あること。

３ 入札手続等
(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先

〒１００－８９７７ 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号
法務省大臣官房会計課調達第三係 金 子 史 記 電話03-3580-4128（直通）

(2) 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用することができる案件である。

(3) 入札説明書等の配布期間及び配布場所
令和５年３月１３日（月）から令和５年４月１０日（月）まで
平日 ９時３０分～１２時００分、１３時００分～１８時１５分
上記３（１）の場所及び電子調達システムにおいて交付する。

(4) 入札説明会の日時及び場所
ア 日時 令和５年３月１７日（金）１５時００分
イ 場所 法務省共用会議室２（法務省１７階）
ウ 申込 説明会への参加を希望する場合、令和５年３月１６日（木）１２時００分まで

に、件名を「説明会参加希望」とし、本文に氏名、電話番号、メールアドレス及
び会社名を記載し、下記アドレス宛て電子メールにて提出のこと。
なお、各社の参加人数については、新型コロナウイルス対策のため、制限をす

る可能性がある。

e-mail:prison-pfi@i.moj.go.jp
(5) 入札参加資格審査書類の受領期限及び提出場所
ア 受領期限 令和５年４月１１日（火）１７時００分
イ 提出場所 法務省大臣官房会計課調達第三係（法務省１７階）又は電子調達システム

(6) 提案書の受領期限及び提出場所
ア 受領期限 令和５年５月３０日（火）１７時００分
イ 提出場所 法務省大臣官房会計課調達第三係（法務省１７階）

(7) 入札書の受領期限及び提出場所
ア 受領期限 令和５年７月１３日（木）１７時００分
イ 提出場所 法務省大臣官房会計課調達第三係（法務省１７階）又は電子調達システム

(8) 開札の日時及び場所
ア 日 時 令和５年７月１４日（金）１４時００分
イ 場 所 法務省大臣官房会計課調達第三係（法務省１７階）又は電子調達システム

４ その他

(1) 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金 免除

(3) 入札の無効

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、入札参加資格審査書類等に虚偽の記

載をした者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

(4) 落札者の決定方法

総合評価落札方式による。

(5) 契約書作成の要否 要

(6) 詳細は、入札説明書等による。


